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大震災の環境下におけるロバストなコミュニケーションシステム 

構築の基本問題 

 

概 要 

東日本大震災は将来のコミュニケーションシステム構築問題に対して多くの問

題と、これに基づく教訓を与えた。本報告は、この教訓をベースとし、災害時

においても十分な機能を持つ新しいコミュニケーションシステムの設計と構築

のための基本概念を示し、それに基づく今後の新しい研究開発のテーマと実装

のためのガイドラインを示す。 

 

Ⅰ 東日本大震災と教訓 

2011 年 3 月 11 日 magnitude9.0 の大地震が発生し、東日本の広い領域をおそっ

た。 

地震発生後まもなく大津波が青森県から千葉県に至る約 450km の海岸に到来し

た。                                

この大震災は歴史的に見ても 1000 年に一度の大災害であった。 

 

 
 

今回の大震災は次の 3つの大きい問題について教訓を与えた。 

（１）大地震の災害 

（２）大津波の災害 

（３）原子力発電所の被害による災害 
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大震災による被害 

（１）亡くなった方、行方不明者の合計は約 24,000 人 

（２）45 万人が避難所に避難した 

（３）10 万戸以上の建物が半壊もしくは全壊 

（４）鉄道、道路、電力システム、通信システムを始めとする多くの社会イン

フラが破壊され、機能不全となった。 

この一部を示したのが図２～図６である。 

（５）福島原子力発電所群が大きい損害を受け、放射能によって住民に大きな

被害を与えた。同時に原子力発電所のあり方に対して多くの問題が提起された。 
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この大震災から得られた大きな教訓 

（１）現在の科学・技術の研究成果を最大限に活用しても大震災を予知するこ

とは不可能である。 

（２）大震災は予知なく何時でも発生する可能性がある。そのための対策と解

決策を早急に定めなければならない。 

（３）災害の規模を推定する方法として大事なことは、過去の歴史からのデー

タを十分に参照し、これに基づいて規模を推定することである。 

このためには過去のあらゆるデータを正確に整備し、データベース化しなけれ

ばならない。 

（４）このデータベースを最大限に活用し、今後に起こりうる災害の状況を十

分に認識し、人々にとって安全、安心な社会インフラの構築を具体的に考えな

ければならない。 

（５）この中で特に社会インフラとして重要なものがコミュニケーションシス

テムである。 

しかしながら、このシステムの脆弱性が今回多くの人々に強く認識された。改

めて、社会インフラの中で重要なコミュニケーションシステム構築の問題解決

が重要な課題となった。 

（６）原子力発電所の被害は極めて大きい社会的な問題を提起した。 

しかしここでは詳細は触れない。 
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Ⅱ 大震災の環境下で十分機能できるロバストなコミュニケーションシステム

構築問題 

 

１ 構築の基本概念 

健全な社会システムを構築する上で最も重要な最初の課題は当然のことながら

災害に強い都市の設計をどう行うかである。 

この都市設計のベースを基本とし、すべての社会インフラ構築の設計がなされ

なければならない。コミュニケーションシステムの構築も例外ではなく、この

立場に従って行われることになる。都市設計に基づく制約のため、コミュニケ

ーションシステム構築の上で当然色々な地理的制約、法的制約、そして経済的

な制約が発生する。 

これらの制約を十分に踏まえ、最も合理的な形でコミュニケーションシステム

が構築されなければならない。 

次に、考察すべき重要な課題として、次の三つがある。 

第一が災害時に発生する多様な人々のコミュニケーションシステムに対する要

求を十分に満足させるシステムを構築する課題 

第二は災害のため不可抗力的に発生する多くのコミュニケーションシステムの

障害に対して、いち早くシステム全体を早急に復旧できるシステムを構築する

課題 

第三が今回の災害の実例を通してシステム全体を真にロバストにする総合的な

研究開発と構築に対する課題 

 

次に具体的な要求課題を以下に整理する。 

 

２ 災害時におけるコミュニケーションシステムへの要求 

災害時における被害状況は復旧の進展によって変化し、コミュニケーションシ

ステムへの要求も当然時間とともに変化してゆく。 

このため、要求の内容を時間とともに明確に整理し、それに対応するシステム

の構築問題を考えなければならない。 

この中で、特に重要なのは震災発生直後の時間帯例えば、震災発生後約 24 時間

の第 1フェーズでの要求である。 

以降第 2 フェーズ、第 3 フェーズ等における要求分析も十分に行われなければ

ならない。 

以下での考察は第１フェーズ、第 2フェーズの一部を対象としたものである。 

（１）被災者の立場から 
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・最も重要な要求は被災者、および関係者の安否確認がコミュニケーションシ

ステムを通して確実に行われること。 

（２）行政の立場から 

（ⅰ）被害者各個人の被災状況を常に確認し、把握できること。 

（ⅱ）被災地の各地域夫々での被害状況を確実に把握できること。 

 

３ 被災地で必要とされる情報のサービスコンテンツ 

被災者、支援団体を始めとする各組織に対し提供する重要な支援とサービスの

ための情報コンテンツは次のとおりである。 

（１）各被災者に対しての生活必需品の配給の具体的なタイムスケジュール 

例えば、食糧、水、医薬品、衣類等 

（２）ライフラインの復旧のタイムスケジュール 

例えば、電力系、水系、通信サービス系、交通サービス系等の復旧スケジュー

ル 

（３）自治体、NPO 等の支援団体による具体的な支援の内容とタイムスケジュー

ル 

 

４ 支援のための統一化されたマネジメント確立の必要性 

被災地における状況 

（１）支援に必要な多くの情報が災害地の広い地域、例えば避難所等に独立に

蓄積され、夫々で活用されている。 そしてそれらの情報は時間とともに急速

に変化してゆく。この状況は図９の避難所における被災者の変化から十分に推

察できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）NPO、自治体等による支援プログラムは独立に作られ実行される。 


